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ITリスク担保特約条項（全国商工会連合会/会員事業者向け用）

＜用語の定義（五十音順）＞
この特約条項において、次の用語は、それぞれ次の定義によります。

	用語
	定義

	アクセス
	コンピュータ・システムを利用できる状態とすることまたはその内部の電子情報を取り扱うことをいいます。


	コンピュータウィルス
	第三者の情報に対して、意図的に何らかの被害を及ぼすように作られたプログラムまたはファイルであって、次の①および②の双方の機能を有するものをいいます。
①　自らの機能によって他のプログラムに自らを複写し、またはシステム機能を利用して自らを他のシステムに複写すること（注１）等により、他のシステム、プログラムまたはファイルに自らを増殖または伝染させる機能
②　情報等の破壊を行ったり、設計者の意図しない動作を行う機能

	情報システム

	コンピュータ・システムを中心とする情報処理および通信に係るシステム（注２）をいいます。

	使用人等
	役員、使用人および労働者派遣を業として行う事業者から被保険者へ派遣された労働者をいい、その地位にあったものを含みます。

	人格権侵害
	次の①から⑤のいずれかに該当するものをいいます。

①　プライバシーの侵害

②　名誉または信用の毀損

③　氏名権（注３）の侵害

④　肖像権（注４）の侵害

⑤　パブリシティー権（注５）の侵害

	対象業務
	次の①または②に掲げる業務をいいます。

①　日本国内において遠隔医療に用いられる遠隔画像診断システムの所有、使用もしくは管理

②　上記①の業務に起因する情報メディア（注６）の提供

	対象事由
	次の①または②に掲げる業務をいいます。

①　次のアからオに規定する事由に起因する第三者の業務の遂行の全部もしくは一部の休止または阻害により生じた経済的損失

ア．被保険者が所有、使用もしくは管理するネットワークの全部もしくは一部が停止すること

イ．被保険者が提供する情報メディアおよびデータベース、ソフトウェアもしくはプログラムの瑕疵

ウ．コンピュータウィルスの感染

エ．第三者（注７）による不正アクセス等

オ．被保険者または使用人等が電子メールで発信した電子　情報の瑕疵

②　次のアからオに規定する事由に起因する他人の電子情報の消失または損壊

ア．被保険者が所有、使用もしくは管理するネットワークの全部もしくは一部が停止すること

イ．被保険者が提供する情報メディアおよびデータベース、ソフトウェアもしくはプログラムの瑕疵

ウ．コンピュータウィルスの感染

エ．第三者（注７）による不正アクセス等

オ．被保険者または使用人等が電子メールで発信した電子情報の瑕疵

③　第三者（注７）の人格権侵害。ただし、個人情報の漏えいに起因する人格権侵害は除きます。

	電子情報
	情報システムで取り扱われる、またはネットワークで通信される、電子的に存在する情報または電子的に存在する形で利用されることが予定されている情報で、データ、プログラムを含みます。

	電子情報の瑕疵
	次の①から③のいずれかに掲げるものをいいます。

①　電子情報の構成が予定されたフォーマット（注８）に則っていないこと

②　電子情報の内容が予定された内容と異なっていること（注９）

③　電子情報の完全性（注10）が損なわれていること

	ネットワーク
	電子データを伝送する通信回線、ルーターおよび交換機で構成される情報通信ネットワーク、コンピュータ、サーバー、データ端末等の情報機器を接続したコンピュータネットワークおよびインターネット等のバックボーンネットワークをいいます。


（注１）自らの機能によって他のプログラムに自らを複写し、またはシステム機能を利用して自ら

を他のシステムに複写すること

システム感染機能、ファイル感染機能および複合感染機能を含みます。

（注２）システム

人的組織を含みます。

（注３）氏名権

自己の氏名を他人に冒用されない権利をいいます。

（注４）肖像権

自己の肖像を無断で他人に撮影、使用または公表されない権利をいいます。

（注５）パブリシティー権

経済的利益または価値を有する自己の氏名もしくは名称または肖像を無断で他人に使用

されない権利をいいます。

（注６）情報メディア

読影レポート、心電図、血液情報およびＸ線写真等をいいます。

（注７）第三者

使用人等を除きます。

（注８）フォーマット

記録形式をいいます。

（注９）電子情報の内容が予定された内容と異なっていること

送付先情報が異なっている場合を含みます。

（注10）電子情報の完全性

電子情報が作成された時点のものと完全に合致していることをいいます。

第１条（当会社のてん補責任）

当会社は、業務過誤賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第１条（当会社のてん補責任）の規定にかかわらず、この特約条項において、被保険者が対象業務を遂行するにあたり、対象事由に起因して、日本国内において保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害（以下「損害」といいます。）をてん補します。

第２条（てん補しない損害）

当会社は、この特約条項において、業務過誤賠償責任保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第５条（てん補しない損害‐その１）および同第６条（てん補しない損害‐その２）に掲げる損害賠償請求に起因する損害のほか、直接であると間接であるとを問わず、次の①から⑪に掲げる損害賠償請求に起因する損害に対しては保険金を支払いません。

①  初年度契約の保険期間の開始日（注１）より前に行われた対象業務に起因する損害賠償請求
②　この保険契約の保険期間の開始日（注２）より前に被保険者に対して提起された損害賠償請求の中で申し立てられていた事由に起因する損害賠償請求
③  電子マネー（注３）に起因する損害賠償請求
④　記名被保険者の使用人等による犯罪行為、不正行為、不正アクセスまたはゲリラ活動等の侵害行為に起因する損害賠償請求
⑤　記名被保険者の使用人等の故意、重過失による法令違反に起因する損害賠償請求
⑥　記名被保険者の使用人等が他人に損失を与えることを認識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含みます。）行った行為に起因する損害賠償請求
⑦　ソフトウェア開発またはプログラム作成に起因する損害賠償請求
⑧　対象業務の結果を利用して、製造、加工、配合、組立、建築等の工程を経て、製作された製品、半製品、部品、工作物等の財物の不具合に起因する損害賠償請求
⑨　被保険者以外の者に販売、納入または引き渡した（注４）情報システムまたはネットワークの不具合に起因する損害賠償請求
⑩　被保険者以外の者に管理を委託された、またはメンテナンスを行った（注５）情報システムまたはネットワークの不具合に起因する損害賠償請求

⑪　使用人等からなされた損害賠償請求

（注１）　初年度契約の保険期間の開始日

　　　　　保険証券に異なる日付が記載されている場合には、その日付を適用します。

　（注２）　この保険契約の保険期間の開始日

　　　　　　保険証券に異なる日付が記載されている場合には、その日付を適用します。

　（注３）　電子マネー

　　　　　　出入金など金銭の情報を電子化した、現物の通貨と同様の動きをするものをいいます。

　（注４）　被保険者以外の者に販売、納入または引き渡した

　　　　　　対価の有無を問いません。

（注５）　被保険者以外の者に管理を委託された、またはメンテナンスを行った

　　　　　　対価の有無を問いません。

第３条（読替規定）
この特約条項においては、普通約款の規定を下表のとおり読み替えて適用します。

	読み替える規定
	読替前
	読替後

	普通約款第２章当会社のてん補しない損害第５条（てん補しない損害－その１）②
	被保険者またはその使用人その他被保険者の業務の補助者
	記名被保険者またはその使用人等

	普通約款第２章当会社のてん補しない損害第６条（てん補しない損害－その２）①ア
	身体の障害（注１）または精神的苦痛
	身体の障害（注１）

	普通約款第２章当会社のてん補しない損害第６条（てん補しない損害－その２）①イ
	財物の滅失、損傷、汚損、紛失および盗難ならびにそれらに起因する財物の使用不能損害
	財物の滅失、損傷、汚損、紛失および盗難ならびにそれらに起因する財物の使用不能損害。ただし記名被保険者からのコンピュータウィルスの感染による第三者の情報システム・ネットワークまたは電子情報の損壊に起因する場合には、この限りではありません。

	普通約款第４章保険契約者または被保険者の義務第９条（告知義務）
	被保険者
	記名被保険者

	普通約款第４章保険契約者または被保険者の義務第10条（通知義務）
	被保険者
	記名被保険者

	普通約款第６章保険金の請求第26条（求償権の不行使）
	被保険者の使用人その他被保険者の業務の補助者
	記名被保険者の使用人等

	普通約款第６章保険金の請求第26条（求償権の不行使）
	これらの者
	この者


第４条（てん補限度額）

(1) 第１条（当会社のてん補責任）に基づき当会社がてん補すべき損害の額は、普通約款第３章当会社のてん補限度額第７条（てん補限度額）(1)および特約条項第５条（てん補限度額－その１）(1)の規定にかかわらず、一連の損害賠償請求について、次の算式によって得られた額とします。ただし、一連の損害賠償請求および保険期間中について保険証券に記載された一事故および期間中限度額を上限とします。

	第１条（当会社のてん補責任）の損害の合計額
	－
	保険証券記載の免責金額


(2) (1)に規定するてん補限度額は、保険証券記載の期間中てん補限度額に含まれるものとします。

第５条（普通約款等との関係）

この追加条項に規定しない事項については、この追加条項の趣旨に反しないかぎり、普通約款ならびに特約条項およびこれに付帯する他の追加条項の規定を適用します。
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